
 

                      平成30年６月15日 

危機管理部原子力安全対策課 

内線２７２９ 

（件名） 

静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻）の修正について 
                           

資料１－２ 

 

１ 概 要 

県は、災害対策基本法、原子力災害対策特別措置法、防災基本計画（原子力災

害対策編）及び原子力災害対策指針（原子力規制委員会策定）等に基づき、浜岡

原子力発電所からの放射性物質放出による災害を防止するための必要な体制を

整備するとともに、原子力防災に関してとるべき措置を定めた県地域防災計画

（原子力災害対策の巻）を策定している。 
昨年７月に原子力災害対策指針が改正されたことを機に、国、関係市町及び関

係機関と調整を行い、改正内容等を反映した計画修正案をまとめた。 
 

２ 原子力災害対策の巻の修正内容 

 （１）原子力災害対策指針改正の反映 

・適用されるＥＡＬ（緊急時活動レベル）の記載について、指針の改正により、

新規制基準適合前後等、原子炉施設の状況で適用されるＥＡＬが区別されるこ

とになったため記載を変更。 

・警戒事態で考慮する地震、津波等の自然災害を、その発生場所等の実態に則し

たものに変更（発生箇所を、所在都道府県から所在市町村へ変更等）。 

・各事態の基準の見直しを反映。 

 

（２）その他 

「地方放射線モニタリング対策官」を「上席放射線防災専門官」に変更する等、

名称や語句等の修正。 



静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 
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目 次 

 

第 1 章   総   則 

 

第１節 計画の目的 

この計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号、以下「災対法」という。）

及び原子力災害対策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号、以下「原災法」という。）

に基づき、中部電力株式会社（以下「原子力事業者」という。）浜岡原子力発電所（以

下「原子力発電所」という。）の原子炉の運転及び事業所外運搬（以下「運搬」とい

う。）により放射性物質又は放射線が異常な水準で事業所外（運搬の場合は輸送容器

外）へ放出されることによる原子力災害の発生及び拡大を防止し、原子力災害の復旧

を図るために必要な対策について、県、市町、指定地方行政機関、指定公共機関、指

定地方公共機関等の防災関係機関がとるべき措置を定め、総合的かつ計画的な原子力

防災事務又は業務の遂行によって、県民の生命、身体及び財産を原子力災害から保護

することを目的とする。 

また、県独自の取組として、本県、御前崎市、牧之原市、菊川市及び掛川市と原子

力事業者との間で締結している原子力発電所の安全確保等に関する協定書並びに本

県、島田市、磐田市、焼津市、藤枝市、袋井市、吉田町及び森町と原子力事業者との

間で締結している浜岡原子力発電所の周辺市町の安全確保等に関する協定書等に基

づき、平素から原子力発電所の運転状況、周辺の環境放射線の影響を確認し関係情報

を県民に広く公開、提供している。 

この取組を活かし、原子力事故、災害を未然に予防する観点から、事故・トラブル

に関する情報公開の徹底と、人為的ミスによる事故の発生の防止を目指す、県独自の

原子力発電所の安全対策と安全安心対策を規定する。 

 

第２節 計画の性格 

１（略） 

２ 静岡県地域防災計画「共通対策の巻」等との関係 

この計画は、「静岡県地域防災計画」の「原子力災害対策の巻」として定めるもので

あり、この計画に定めのない事項については「静岡県地域防災計画共通対策の巻」等

によるものとする。 

３・４（略） 

 

第３節（略） 

目 次 

 

第 1 章   総   則 

 

第１節 計画の目的 

この計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号、以下「災対法」という。）

及び原子力災害対策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号、以下「原災法」という。）

に基づき、中部電力株式会社（以下「原子力事業者」という。）浜岡原子力発電所（以

下「原子力発電所」という。）の原子炉の運転及び事業所外運搬（以下「運搬」とい

う。）により放射性物質又は放射線が異常な水準で事業所外（運搬の場合は輸送容器

外）へ放出されることによる原子力災害の発生及び拡大を防止し、原子力災害の復旧

を図るために必要な対策について、県、市町、指定地方行政機関、指定公共機関、指

定地方公共機関等の防災関係機関がとるべき措置を定め、総合的かつ計画的な原子力

防災事務又は業務の遂行によって、県民の生命、身体及び財産を原子力災害から保護

することを目的とする。 

また、県独自の取組として、本県、御前崎市、牧之原市、菊川市及び掛川市と原子

力事業者との間で締結している原子力発電所の安全確保等に関する協定書並びに本

県、島田市、磐田市、焼津市、藤枝市、袋井市、吉田町及び森町と原子力事業者との

間で締結している浜岡原子力発電所の周辺市町の安全確保等に関する協定書等に基

づき、平素から原子力発電所の運転状況、周辺の環境放射線の影響を確認し関係情報

を県民に広く公開、提供している。 

この取組を活かし、原子力事故や原子力災害を未然に予防する観点から、事故・ト

ラブルに関する情報公開の徹底と、人為的ミスによる事故の発生の防止を目指す、県

独自の原子力発電所の安全対策と安全安心対策を規定する。 

 

第２節 計画の性格 

１（略） 

２ 静岡県地域防災計画「共通対策編」等との関係 

この計画は、「静岡県地域防災計画」の「原子力災害対策編」として定めるものであ

り、この計画に定めのない事項については「静岡県地域防災計画共通対策編」等によ

るものとする。 

３・４（略） 

 

第３節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

語句修正 

 

 

 

 

 

名称の変更 

名称の変更 

名称の変更 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

原子

力-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-5 

 

 

 

第４節 計画の作成又は修正に際し遵守すべき指針 

この計画の作成又は修正に際しては、原災法第６条の２第１項の規定により、原子

力規制委員会が定める「原子力災害対策指針」（平成 29 年３月 22 日全部改正）を遵

守するものとする。 

 

第５節（略）  

 

第６節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域を含む地域の範囲 

防災資機材、モニタリング設備、非常用通信機器等の整備、避難計画等の策定等、

原子力災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲については、原子力災害対策指針に

おいて示されている目安を踏まえ、施設の特性、行政区画、地勢等地域に固有の自然

的、社会的周辺状況等を勘案し、具体的な地域を定めるものとする。 

実施すべき対策の内容に応じて、以下に示す基準をもとに地域の範囲を定める。 

・予防的防護措置を準備する区域（PAZ：Precautionary Action Zone） 

・緊急防護措置を準備する区域（UPZ：Urgent Protective action planning Zone）

この考え方を踏まえ、本県において、原子力災害対策を重点的に実施すべき地域は

下表のとおりとする。 

なお、必要に応じ、原子力災害対策を重点的に実施すべき地域を含む市町の当該地

域の外についても、地域内と同様な原子力災害対策を実施するものとする。 

 

表（略） 

 

第７節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の区分等に応じた防護措置の準備及

び実施 

１ 原子力施設の状態に応じた防護措置の準備及び実施 

ＰＡＺにおいては、原子力施設において異常事態が発生した場合には、急速に進展

する事故においても放射線被ばくによる確定的影響等を回避するため、通常の運転及

び停止中の放射性物質の放出量とは異なる水準で放射性物質が放出される前の段階か

ら、原子力施設等の状態が原子力災害対策指針等に基づく以下の区分のどれに該当す

るかに応じて、避難等の予防的な防護措置を準備し、実施する。なお、事態の規模、

時間的な推移に応じて、国の指示等によって PAZ の範囲外においても段階的に避難措

置等の予防的な防護措置を実施することがある。 

・情報収集事態（御前崎市で震度５弱又は震度５強の地震が発生した事態（県内に

おいて震度６弱以上の地震が発生した場合を除く。）をいう。以下同じ。） 

 

第４節 計画の作成又は修正に際し遵守すべき指針 

この計画の作成又は修正に際しては、原災法第６条の２第１項の規定により、原子

力規制委員会が定める「原子力災害対策指針」（平成 29 年７月５日全部改正）を遵守

するものとする。 

 

第５節（略）  

 

第６節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域を含む地域の範囲 

防災資機材、モニタリング設備、非常用通信機器等の整備、避難計画等の策定等、

原子力災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲については、原子力災害対策指針に

おいて示されている目安を踏まえ、施設の特性、行政区画、地勢等地域に固有の自然

的、社会的周辺状況等を勘案し、具体的な地域を定めるものとする。 

実施すべき対策の内容に応じて、以下に示す基準をもとに地域の範囲を定める。 

・予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ：Precautionary Action Zone） 

・緊急防護措置を準備する区域（ＵＰＺ：Urgent Protective action planning Zone）

この考え方を踏まえ、本県において、原子力災害対策を重点的に実施すべき地域は

下表のとおりとする。 

なお、必要に応じ、原子力災害対策を重点的に実施すべき地域を含む市町の当該地

域の外についても、地域内と同様な原子力災害対策を実施するものとする。 

 

表（略） 

 

第７節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の区分等に応じた防護措置の準備及

び実施 

１ 原子力施設の状態に応じた防護措置の準備及び実施 

ＰＡＺにおいては、原子力施設において異常事態が発生した場合には、急速に進展

する事故においても放射線被ばくによる確定的影響等を回避するため、通常の運転及

び停止中の放射性物質の放出量とは異なる水準で放射性物質が放出される前の段階か

ら、原子力施設等の状態が原子力災害対策指針等に基づく以下の区分のどれに該当す

るかに応じて、避難等の予防的な防護措置を準備し、実施する。なお、事態の規模、

時間的な推移に応じて、国の指示等によってＰＡＺの範囲外においても段階的に避難

措置等の予防的な防護措置を実施することがある。 

・情報収集事態（御前崎市で震度５弱又は震度５強の地震が発生した事態（県内に

おいて震度６弱以上の地震が発生した場合を除く。）をいう。以下同じ。） 

 

 

 

指針の最新版の改正日

に修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-13 

・警戒事態 

・施設敷地緊急事態 

・全面緊急事態 

また、ＵＰＺにおいては、全面緊急事態となった際には予防的な防護措置（屋内退

避）を原則実施する。 

実用発電用原子炉に係る原子炉施設に関する緊急事態区分及びこれを判断するため

の緊急時活動レベル（ＥＡＬ：Emergency Action Level）の具体的な内容と対応関係

については、第３章第４節に示す。 

２（略） 

 

第８節（略） 

 

第２章 原子力災害事前対策 

 

第１節～第３節（略） 

 

第４節 原子力防災専門官及び地方放射線モニタリング対策官との連携 

(1)（略） 

(2)  県は、緊急時モニタリング計画の作成、事故時の連絡体制の準備、緊急時モニタ

リング訓練、緊急時モニタリングセンターの準備の協力、緊急時モニタリング、関

係都道府県等他組織との連携などの緊急時モニタリングの対応等については、地区

の担当として指定された地方放射線モニタリング対策官と密接な連携を図り、実施

するものとする。 

 

第５節（略） 

 

第６節 情報の収集・連絡体制等の整備 

（本文略） 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

(1) 県と関係機関相互の連携体制の確保 

県は、原子力災害に対し万全を期すため、国、所在市、関係周辺市町、原子力事業

者その他防災関係機関との間において確実な情報の収集・連絡体制を確保するととも

に、これらの防災拠点間における情報通信のためのネットワークを強化する。 

所在市、関係周辺市町以外の市町においても、UPZ 圏外で避難先となる可能性のある

・警戒事態 

・施設敷地緊急事態 

・全面緊急事態 

また、ＵＰＺにおいては、全面緊急事態となった際には予防的な防護措置（屋内退

避）を原則実施する。 

実用発電用原子炉に係る原子炉施設に関する緊急事態区分及びこれを判断するため

の緊急時活動レベル（ＥＡＬ：Emergency Action Level）の具体的な内容と対応関係

については、第３章第４節に示す。 

２（略） 

 

第８節（略） 

 

第２章 原子力災害事前対策 

 

第１節～第３節（略） 

 

第４節 原子力防災専門官及び上席放射線防災専門官との連携 

(1)（略） 

(2)  県は、緊急時モニタリング計画の作成、事故時の連絡体制の準備、緊急時モニタ

リング訓練、緊急時モニタリングセンターの準備の協力、緊急時モニタリング、関

係都道府県等他組織との連携などの緊急時モニタリングの対応等については、地区

の担当として指定された上席放射線防災専門官と密接な連携を図り、実施するもの

とする。 

 

第５節（略） 

 

第６節 情報の収集・連絡体制等の整備 

（本文略） 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

(1) 県と関係機関相互の連携体制の確保 

県は、原子力災害に対し万全を期すため、国、所在市、関係周辺市町、原子力事業

者その他防災関係機関との間において確実な情報の収集・連絡体制を確保するととも

に、これらの防災拠点間における情報通信のためのネットワークを強化する。 

所在市、関係周辺市町以外の市町においても、ＵＰＺ圏外で避難先となる可能性の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織改編に伴う修正 

 

 

 

 

組織改編に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-14 

 

 

 

 

原子

力-15 

 

 

 

 

 

原子

力-16 

市町村に対する情報提供や、その他県内市町の要望に基づく情報連絡など、必要に応

じて、県及び関係機関との連携体制を確保するものとする。 

また、被災市町から県へ被災状況の報告ができない場合を想定し、県職員が情報収

集のため被災市町に赴く場合に、どのような内容の情報をどのような手段で収集する

かなど、次の項目を参考にして情報の収集・連絡に係る要領を作成し、国、所在市、

関係周辺市町、原子力事業者その他関係機関等に周知する。 

・原子力事業者からの連絡を受信する窓口（夜間・休日等の勤務時間外の対応、通

信障害時なども考慮した、代替となる手段や連絡先を含む。） 

・防護対策に関係する社会的状況把握のための情報収集先 

・防護対策の決定者への連絡方法（報告内容、通信手段、通常の決定者が不在の場

合の代替者（優先順位つき）を含む。） 

・関係機関への指示連絡先（夜間・休日等の勤務時間外の対応、通信障害時なども

考慮した、代替となる手段（衛星電話等非常用通信機器等）や連絡先を含む。） 

(2)～(6)略 

２ 情報の分析整理 

(1)・(2)略 

(3) 防災対策上必要とされる資料 

県は、国、所在市、関係周辺市町及び原子力事業者その他関係機関と連携して、応

急対策の的確な実施に資するため、以下のような社会環境に関する資料、放射性物質

及び放射線の影響予測に必要となる資料、防護資機材等に関する資料を適切に整備し、

定期的に更新するとともに、災害対策本部設置予定施設、対策拠点施設に適切に備え

付けるとともに、これらを確実に管理するものとする。 

 

①(略)  

② 社会環境に関する資料 

ア～カ(略)  

キ 対策拠点施設周辺地域の飲料水、食料及び機器保守サービスの調達方法に関す

る資料 

③～⑥(略)  

３ 通信手段の確保 

(本文略) 

 (1) 専用回線網の整備 

①(略)  

② 対策拠点施設との間の専用回線網の整備 

県は、国と連携し、対策拠点施設と県及び所在市、関係周辺市町との間の 通信連絡

ある市町村に対する情報提供や、その他県内市町の要望に基づく情報連絡など、必要

に応じて、県及び関係機関との連携体制を確保するものとする。 

また、被災市町から県へ被災状況の報告ができない場合を想定し、県職員が情報収

集のため被災市町に赴く場合に、どのような内容の情報をどのような手段で収集する

かなど、次の項目を参考にして情報の収集・連絡に係る要領を作成し、国、所在市、

関係周辺市町、原子力事業者その他関係機関等に周知する。 

・原子力事業者からの連絡を受信する窓口（夜間・休日等の勤務時間外の対応、通

信障害時なども考慮した、代替となる手段や連絡先を含む。） 

・防護対策に関係する社会的状況把握のための情報収集先 

・防護対策の決定者への連絡方法（報告内容、通信手段、通常の決定者が不在の場

合の代替者（優先順位つき）を含む。） 

・関係機関への指示連絡先（夜間・休日等の勤務時間外の対応、通信障害時なども

考慮した、代替となる手段（衛星電話等非常用通信機器等）や連絡先を含む。） 

(2)～(6)略  

２ 情報の分析整理 

(1)・(2)略  

(3) 防災対策上必要とされる資料 

県は、国、所在市、関係周辺市町及び原子力事業者その他関係機関と連携して、応

急対策の的確な実施に資するため、以下のような社会環境に関する資料、放射性物質

及び放射線の影響予測に必要となる資料、防護資機材等に関する資料を適切に整備し、

定期的に更新するとともに、災害対策本部設置予定施設、緊急時応急対策拠点施設（以

下、「オフサイトセンター」という。）に適切に備え付けるとともに、これらを確実に

管理するものとする。 

①(略) 

② 社会環境に関する資料 

ア～カ(略)  

キ オフサイトセンター周辺地域の飲料水、食料及び機器保守サービスの調達方法

に関する資料 

③～⑥(略)  

３ 通信手段の確保 

(本文略) 

(1) 専用回線網の整備 

①(略)  

② オフサイトセンターとの間の専用回線網の整備 

県は、国と連携し、オフサイトセンターと県及び所在市、関係周辺市町との間の 通
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-18 

 

 

 

 

 

 

原子

力-18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のための専用回線網の整備・維持に努めるものとする。 

(2)(略)   

 

第７節 緊急事態応急体制の整備 

(本文略)  

１ 警戒態勢をとるために必要な体制等の整備 

(1)～(3)略  

(4) 対策拠点施設における立ち上げ準備体制 

県は、警戒事態の発生を認知した場合、原子力事業者から警戒事態に該当する事象

発生の連絡を受けた場合、国から警戒事態発生の連絡を受けた場合、原子力事業者か

ら特定事象発生の通報を受けた場合又は国から施設敷地緊急事態発生の連絡を受けた

場合、直ちに国、所在市及び関係周辺市町と協力して、対策拠点施設における立ち上

げ準備を迅速に行えるよう、原子力災害合同対策協議会機能班への参画準備等、あら

かじめ職員の派遣体制、必要な資機材等を整備するものとする。 

(5) 現地事故対策連絡会議への職員の派遣体制 

国が現地事故対策連絡会議を対策拠点施設において開催する際、これに県の職員を

迅速に派遣するため、あらかじめ派遣職員を指定するとともに、対策拠点施設への派

遣手段等を定めておくものとする。 

２(略)  

３ 対策拠点施設における原子力災害合同対策協議会等の体制 

県は、原子力緊急事態宣言発出後は、原災法第 23 条により、当該原子力緊急事態に

関する情報を交換し、それぞれが実施する緊急事態応急対策について相互に協力する

ため、国、所在市、関係周辺市町とともに原子力災害合同対策協議会を組織するもの

とする。なお、同協議会は対策拠点施設に設置することとされている。同協議会は、

国の現地災害対策本部、県、所在市及び関係周辺市町のそれぞれの災害対策本部の代

表者、指定公共機関の代表者及び原子力事業者の代表者から権限を委任された者から

構成され、指定公共機関等（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構等）の専門家が必要に応じ出席することとされてい

る。このため、県は、原子力災害合同対策協議会に派遣する職員及びその派遣方法等

について、地域の実情等を勘案し、原子力防災専門官等と連携して定めておくものと

する。 

また、対策拠点施設において、原子力災害合同対策協議会のもとにモニタリング情

報の把握、医療関係情報の把握、住民避難・屋内退避の状況の把握等を担う機能班を

設け国、県、所在市、関係周辺市町、関係機関及び原子力事業者等のそれぞれの職員

を配置することとされており、県はそれぞれの機能班に配置する職員及びその役割、

信連絡のための専用回線網の整備・維持に努めるものとする。 

(2)(略) 

 

第７節 緊急事態応急体制の整備 

(本文略)  

１ 警戒態勢をとるために必要な体制等の整備 

(1)～(3)略 

(4) 対策拠点施設における立ち上げ準備体制 

県は、警戒事態の発生を認知した場合、原子力事業者から警戒事態に該当する事象

発生の連絡を受けた場合、国から警戒事態発生の連絡を受けた場合、原子力事業者か

ら特定事象発生の通報を受けた場合又は国から施設敷地緊急事態発生の連絡を受けた

場合、直ちに国、所在市及び関係周辺市町と協力して、オフサイトセンターにおける

立ち上げ準備を迅速に行えるよう、原子力災害合同対策協議会機能班への参画準備等、

あらかじの派遣体制、必要な資機材等を整備するものとする。 

(5) 現地事故対策連絡会議への職員の派遣体制 

国が現地事故対策連絡会議をオフサイトセンターにおいて開催する際、これに県の

職員を迅速に派遣するため、あらかじめ派遣職員を指定するとともに、オフサイトセ

ンターへの派遣手段等を定めておくものとする。 

２(略)  

３ オフサイトセンターにおける原子力災害合同対策協議会等の体制 

県は、原子力緊急事態宣言発出後は、原災法第 23 条により、当該原子力緊急事態に

関する情報を交換し、それぞれが実施する緊急事態応急対策について相互に協力する

ため、国、所在市、関係周辺市町とともに原子力災害合同対策協議会を組織するもの

とする。なお、同協議会は対策拠点施設に設置することとされている。同協議会は、

国の現地災害対策本部、県、所在市及び関係周辺市町のそれぞれの災害対策本部の代

表者、指定公共機関の代表者及び原子力事業者の代表者から権限を委任された者から

構成され、指定公共機関等（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構等）の専門家が必要に応じ出席することとされてい

る。このため、県は、原子力災害合同対策協議会に派遣する職員及びその派遣方法等

について、地域の実情等を勘案し、原子力防災専門官等と連携して定めておくものと

する。 

また、オフサイトセンターにおいて、原子力災害合同対策協議会のもとにモニタリ

ング情報の把握、医療関係情報の把握、住民避難・屋内退避の状況の把握等を担う機

能班を設け国、県、所在市、関係周辺市町、関係機関及び原子力事業者等のそれぞれ

の職員を配置することとされており、県はそれぞれの機能班に配置する職員及びその

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の変更 

 

 

 

記載の変更 

記載の変更 

 

 

記載の変更 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

原子

力-20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-37 

権限等について、あらかじめ原子力防災専門官等と協議して定めておくものとする。

 

 

４～10(略)  

表(略) 

 

11 対策拠点施設 

(1) 県は、原災法第 12 条の規定により、対策拠点施設の指定又は変更について、内閣

総理大臣から意見を求められた場合は、意見を内閣総理大臣に提出するものとする。

 

(2) 県は、対策拠点施設を地域における原子力防災の拠点として平常時から訓練、住民

に対する広報・防災知識の普及等に活用するものとする。 

(3) 県及び国は、相互に連携して、対策拠点施設に非常用電話、ファクシミリ、テレビ

会議システム、衛星電話その他非常用通信機器の整備を推進するものとする。 

(4) 県及び国は、相互に連携して、過酷事故においても継続的に活動することのできる

対策拠点施設の施設、設備、防護資機材、資料等について適切に整備、維持・管理

を行うものとする。 

(5) 県及び国は、相互に連携して、対策拠点施設からの移転・立上げ体制を確保すると

ともに、搬送資機材の搬送計画をあらかじめ定めておくものとする。 

12～17(略)  

第８節～第 20 節(略)  

 

第３章 緊急事態応急対策 

 

第 1 節(略)  

第２節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 

１(略)  

２ 応急対策活動情報の連絡 

(1)(略)   

(2) 全面緊急事態における連絡等（原子力緊急事態宣言後の応急対策活動情報、被害

情報等の連絡） 

①・②(略)   

③ 県は、対策拠点施設に派遣した職員に対し、県が行う緊急事態応急対策活動の状

況、被害の状況等に関する情報を随時連絡するものとする。 

役割、権限等について、あらかじめ原子力防災専門官等と協議して定めておくものと

する。 

 

４～10(略)  

表(略) 

 

11 オフサイトセンター 

(1) 県は、原災法第 12 条の規定により、オフサイトセンターの指定又は変更について、

内閣総理大臣から意見を求められた場合は、意見を内閣総理大臣に提出するものと

する。 

(2) 県は、オフサイトセンターを地域における原子力防災の拠点として平常時から訓

練、住民に対する広報・防災知識の普及等に活用するものとする。 

(3) 県及び国は、相互に連携して、オフサイトセンターに非常用電話、ファクシミリ、

テレビ会議システム、衛星電話その他非常用通信機器の整備を推進するものとする。

(4) 県及び国は、相互に連携して、過酷事故においても継続的に活動することのできる

オフサイトセンターの施設、設備、防護資機材、資料等について適切に整備、維持・

管理を行うものとする。 

(5) 県及び国は、相互に連携して、オフサイトセンターからの移転・立上げ体制を確保

するとともに、搬送資機材の搬送計画をあらかじめ定めておくものとする。 

12～17(略)   

第８節～第 20 節(略)  

 

第３章 緊急事態応急対策 

 

第 1 節(略) 

第２節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 

１(略)   

２ 応急対策活動情報の連絡 

(1)(略)  

(2) 全面緊急事態における連絡等（原子力緊急事態宣言後の応急対策活動情報、被害

情報等の連絡） 

①・②(略)  

③ 県は、オフサイトセンターに派遣した職員に対し、県が行う緊急事態応急対策活

動の状況、被害の状況等に関する情報を随時連絡するものとする。 

 

 

 

 

 

 

記載の変更 

記載の変更 

 

 

記載の変更 

 

記載の変更 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-38 

 

原子

力-39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-41 

 

 

 

④ 原子力防災専門官等現地に配置された国の職員は、対策拠点施設において、必要

な情報の収集・整理を行うとともに、県及び所在市、関係周辺市町をはじめ原子力

事業者、関係機関等の間の連絡・調整等を引き続き行うものとされている。 

３・４(略)  

第３節 活動体制の確立 

１ 県の活動体制 

(1)(略)   

(2) 警戒事態に対応した県の体制 

①・②(略)  

③ 対策拠点施設の設営準備への協力 

県は、警戒事態の発生を認知した場合、原子力事業者から警戒事態に該当する事象

発生の連絡を受けた場合、国から警戒事態発生の連絡を受けた場合、直ちに対策拠点

施設の立ち上げ準備への協力を行うものとする。 

④ 国等との情報の共有等 

県は、対策拠点施設に派遣した職員に対し、県が行う応急対策の状況、緊急事態応

急対策の準備状況等について随時連絡するなど当該職員を通じて国等との連絡・調

整、情報の共有を行うものとする。 

 (3) 県原子力災害警戒本部の設置等 

①・②(略)  

③  対策拠点施設の設営準備への協力 

県は、原子力事業者から特定事象発生の通報を受けた場合又は国から施設敷地緊急

事態発生の連絡を受けた場合、直ちに対策拠点施設の設営準備への協力を行うもの

とする。 

④  現地事故対策連絡会議への職員の派遣 

国が対策拠点施設において現地事故対策連絡会議を開催し、これに県の職員の派遣

要請があった場合には、あらかじめ定められた職員を対策拠点施設に派遣するもの

とする。 

⑤・⑥（略） 

(4)～(7)（略） 

２ 原子力災害合同対策協議会への出席等 

原子力緊急事態宣言が発出され、対策拠点施設において原子力災害合同対策協議会

が組織されることとなった場合は、県は、原則としてあらかじめ定められた責任ある

判断を行える者をこれに出席させ、原子力緊急事態に関する情報を交換し、緊急事態

応急対策の実施に向けた調整を行うものとする。 

また、県は、あらかじめ定められた職員を対策拠点施設に派遣し、初動の緊急避難

④ 原子力防災専門官等現地に配置された国の職員は、オフサイトセンターにおいて、

必要な情報の収集・整理を行うとともに、県及び所在市、関係周辺市町をはじめ原

子力事業者、関係機関等の間の連絡・調整等を引き続き行うものとされている。 

３・４(略)  

第３節 活動体制の確立 

１ 県の活動体制 

(1)(略)   

(2) 警戒事態に対応した県の体制 

①・②(略)   

③ 対策拠点施設の設営準備への協力 

県は、警戒事態の発生を認知した場合、原子力事業者から警戒事態に該当する事象

発生の連絡を受けた場合、国から警戒事態発生の連絡を受けた場合、直ちにオフサイ

トセンターの立ち上げ準備への協力を行うものとする。 

④ 国等との情報の共有等 

県は、オフサイトセンターに派遣した職員に対し、県が行う応急対策の状況、緊急

事態応急対策の準備状況等について随時連絡するなど当該職員を通じて国等との連

絡・調整、情報の共有を行うものとする。 

 (3) 県原子力災害警戒本部の設置等 

①・②(略)   

③  オフサイトセンターの設営準備への協力 

県は、原子力事業者から特定事象発生の通報を受けた場合又は国から施設敷地緊急

事態発生の連絡を受けた場合、直ちにオフサイトセンターの設営準備への協力を行

うものとする。 

④  現地事故対策連絡会議への職員の派遣 

国がオフサイトセンターにおいて現地事故対策連絡会議を開催し、これに県の職員

の派遣要請があった場合には、あらかじめ定められた職員をオフサイトセンターに

派遣するものとする。 

⑤・⑥（略） 

(4)～(7)（略） 

２ 原子力災害合同対策協議会への出席等 

原子力緊急事態宣言が発出され、オフサイトセンターにおいて原子力災害合同対策

協議会が組織されることとなった場合は、県は、原則としてあらかじめ定められた責

任ある判断を行える者をこれに出席させ、原子力緊急事態に関する情報を交換し、緊

急事態応急対策の実施に向けた調整を行うものとする。 

また、県は、あらかじめ定められた職員をオフサイトセンターに派遣し、初動の緊

記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の変更 

 

 

記載の変更 

 

 

 

 

記載の変更 

 

記載の変更 

 

 

記載の変更 

記載の変更 

 

 

 

 

記載の変更 

 

 

 

記載の変更 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

における周辺地域での活動体制を確立するとともに、施設の状況の把握、モニタリン

グ情報の把握、医療関係情報の把握、住民避難・屋内退避の状況の把握等の活動に従

事させるものとする。 

原子力災害合同対策協議会の構成員は別に定めるものとする。 

３～７（略） 

 

第４節 避難、屋内退避等の防護措置 

１ 避難、屋内退避等の防護措置の実施 

県は、原子力災害対策指針や国の定めるマニュアル等を踏まえ、避難、屋内退避等

の防護措置を実施するものとする。 

(1)  県は、警戒事態発生時には、国の要請又は独自の判断により、施設敷地緊急事態

要避難者に係る避難準備（避難先、輸送手段の確保等）を行うものとする。また、

県は、国の要請又は独自の判断により、ＵＰＺ外の市町村に対し、施設敷地緊急事

態要避難者の避難準備（避難先、輸送手段の確保等）に協力するよう要請するもの

とする。 

なお、「ＥＡＬ」（Emergency Action Level）とは、原子力施設における深層防護

を構成する各層設備の状態、放射性物質の閉じ込め機能の状態、外的事象の発生等

の原子力施設の状態等に基づく、緊急時の活動レベルである。 

 

表 警戒事態における緊急時活動レベル（EAL） 

警戒事態の基準 措置の概要 

① 原子炉の運転中に原子炉保護回路の１チャンネル

から原子炉停止信号が発信され、その状態が一定時間

継続された場合において、当該原子炉停止信号が発信

された原因を特定できないこと。 

② 原子炉の運転中に保安規定で定められた数値を超

える原子炉冷却材の漏えいが起こり、定められた時間

内に定められた措置を実施できないこと。 

③ 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能

が喪失すること。 

④ 原子炉の運転中に主復水器による当該原子炉から

熱を除去する機能が喪失した場合において、当該原子

炉から残留熱を除去する機能の一部が喪失すること。 

 

 

体制構築や

情報収集を

行い、住民

防護のため

の準備を開

始する。 

急避難における周辺地域での活動体制を確立するとともに、施設の状況の把握、モニ

タリング情報の把握、医療関係情報の把握、住民避難・屋内退避の状況の把握等の活

動に従事させるものとする。 

原子力災害合同対策協議会の構成員は別に定めるものとする。 

３～７（略） 

 

第４節 避難、屋内退避等の防護措置 

１ 避難、屋内退避等の防護措置の実施 

県は、原子力災害対策指針や国の定めるマニュアル等を踏まえ、避難、屋内退避等

の防護措置を実施するものとする。 

(1)  県は、警戒事態発生時には、国の要請又は独自の判断により、施設敷地緊急事態

要避難者に係る避難準備（避難先、輸送手段の確保等）を行うものとする。また、

県は、国の要請又は独自の判断により、ＵＰＺ外の市町村に対し、施設敷地緊急事

態要避難者の避難準備（避難先、輸送手段の確保等）に協力するよう要請するもの

とする。 

なお、「ＥＡＬ」（Emergency Action Level）とは、原子力施設における深層防護

を構成する各層設備の状態、放射性物質の閉じ込め機能の状態、外的事象の発生等

の原子力施設の状態等に基づく、緊急時の活動レベルである。 

 

表 警戒事態における緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

警戒事態の基準 措置の概要 

① 原子炉の運転中に原子炉保護回路の１チャンネル

から原子炉停止信号が発信され、その状態が一定時間

継続された場合において、当該原子炉停止信号が発信

された原因を特定できないこと。※１ 

② 原子炉の運転中に保安規定で定められた数値を超

える原子炉冷却材の漏えいが起こり、定められた時間

内に定められた措置を実施できないこと。※１ 

③ 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能

が喪失すること。※１ 

④ 原子炉の運転中に主復水器による当該原子炉から

熱を除去する機能が喪失した場合において、当該原子

炉から残留熱を除去する機能の一部が喪失すること。

※１ 

 

体制構築や

情報収集を

行い、住民

防護のため

の準備を開

始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

指針改正の反映 

 

 

指針改正の反映 

 

指針改正の反映 

 

 

 

指針改正の反映 

 

8



静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

 

 

原子

力-45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 全ての非常用交流母線からの電気の供給が１系統

のみとなった場合で当該母線への電気の供給が１つ

の電源のみとなり、その状態が１５分以上継続するこ

と、又は外部電源喪失が３時間以上継続すること。 

 

⑥ 原子炉の停止中に当該原子炉容器内の水位が水位

低設定値まで低下すること。 

⑦ 使用済燃料貯蔵槽の水位が一定の水位まで低下す

ること。 

（新設） 

 

 

⑧ 原子炉制御室その他の箇所からの原子炉の運転や

制御に影響を及ぼす可能性が生じること。 

⑨ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事

業所内と原子力事業所外との通信のための設備の一

部の機能が喪失すること。 

⑩ 重要区域において、火災又は溢水が発生し、原子

力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成

すべき原子力事業者防災業務計画等に関する命令（平

成２４年文部科学省・経済産業省令第４号）第２条第

２項第８号に規定する安全上重要な構築物、系統又は

機器（以下「安全機器等」という。）の機能の一部が

喪失するおそれがあること。 

⑪ 燃料被覆管障壁もしくは原子炉冷却系障壁が喪失

するおそれがあること、又は、燃料被覆管障壁もしく

は原子炉冷却系障壁が喪失すること。 

⑫ 県内において、震度６弱以上の地震が発生した場

合。 

⑬ 県内において、大津波警報が発表された場合。 

 

⑭ 東海地震注意情報又は東海地震予知情報が発表さ

れた場合。 

⑮ オンサイト統括補佐が警戒を必要と認める当該原

子炉施設の重要な故障等が発生した場合。 

⑤ 全ての非常用交流母線からの電気の供給が１系統

のみとなった場合で当該母線への電気の供給が１つ

の電源のみとなり、その状態が１５分以上継続するこ

と、又は外部電源喪失が３時間以上継続すること。 

※１ 

⑥ 原子炉の停止中に当該原子炉容器内の水位が水位

低設定値まで低下すること。※１ 

⑦ 使用済燃料貯蔵槽の水位が一定の水位まで低下す

ること。※１ 

⑧ 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと、又

は当該貯蔵槽の水位を一定時間以上測定できないこ

と。※２ 

⑨ 原子炉制御室その他の箇所からの原子炉の運転や

制御に影響を及ぼす可能性が生じること。※１ 

⑩ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事

業所内と原子力事業所外との通信のための設備の一

部の機能が喪失すること。※１ 

⑪ 重要区域において、火災又は溢水が発生し、原子

力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成

すべき原子力事業者防災業務計画等に関する命令（平

成24年文部科学省・経済産業省令第４号）第２条第２

項第８号に規定する安全上重要な構築物、系統又は機

器（以下「安全機器等」という。）の機能の一部が喪

失するおそれがあること。※１ 

⑫ 燃料被覆管障壁若しくは原子炉冷却系障壁が喪失

するおそれがあること、又は、燃料被覆管障壁若しく

は原子炉冷却系障壁が喪失すること。※１ 

⑬ 御前崎市において、震度６弱以上の地震が発生し

た場合。※３ 

⑭ 御前崎市沿岸を含む津波予報区において、大津波

警報が発表された場合。※３ 

⑮ 東海地震注意情報又は東海地震予知情報が発表さ

れた場合。※３ 

⑯ オンサイト統括が警戒を必要と認める当該原子炉

施設の重要な故障等が発生した場合。※３ 

 

 

 

 

指針改正の反映 

 

 

 

指針改正の反映 

指針改正の反映 

 

 

 

指針改正の反映 

 

 

指針改正の反映 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

指針改正の反映 

 

 

指針改正の反映 

指針改正の反映 

 

指針改正の反映 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

原子

力-45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-46 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑯ 当該原子炉施設において新規制基準で定める設計

基準を超える外部事象が発生した場合（竜巻、洪水、

台風、火山等）。 

⑰ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施

設に影響を及ぼすおそれがあることを認知した場合

など原子力規制委員会委員長又は委員長代行が警戒

本部の設置が必要と判断した場合 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 県は、施設敷地緊急事態発生時には、国の要請又は独自の判断により、ＰＡＺ内

における避難の準備を行うとともに、施設敷地緊急事態要避難者に係る避難を行う

ものとし、ＰＡＺを含む市にその旨を伝達するものとする。また、県は、国の要請

又は独自の判断により、 ＵＰＺ内における屋内退避の準備を行うとともに、ＵＰＺ

外の市町村に対し、避難した施設敷地緊急事態要避難者の受入れ及び施設敷地緊急

事態要避難者以外の住民の避難準備（避難先、輸送手段の確保等）に協力するよう

要請するものとする。  

 

 

表 施設敷地緊急事態における緊急時活動レベル（EAL） 

施設敷地緊急事態の基準 措置の概要 

① 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必

要とする原子炉冷却材の漏えいが発生すること。 

 

 

 

② 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能

が喪失した場合において、全ての非常用の炉心冷

ＰＡＺ内の

住民等の避

難準備、及

び早期に実

施が必要な

住民避難、

等の防護措

⑰ 当該原子炉施設において新規制基準で定める設計

基準を超える外部事象が発生した場合（竜巻、洪水、

台風、火山等）。※１ 

⑱ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施

設に影響を及ぼすおそれがあることを認知した場合

など原子力規制委員会委員長又は委員長代行が警戒

本部の設置が必要と判断した場合。※３ 

※１ ①～⑦、⑨～⑫及び⑰は、原子炉の運転等の施設が、核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律（以下「規正法」という。）第 43 条の３の６第１項第４号

の基準に適合している場合に適用される。 

※２ ⑧は、原子炉の運転等の施設が、規正法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適

合していない場合に適用される。 

※３ ⑬～⑯及び⑱は、原子炉の運転等の施設が、規正法第 43 条の３の６第１項第４号

の基準に適合している、していないに関わらず適用される。また、浜岡原子力発電所１

号機及び２号機にはこの規定のみが適用される。 

 

(2) 県は、施設敷地緊急事態発生時には、国の要請又は独自の判断により、ＰＡＺ内

における避難の準備を行うとともに、施設敷地緊急事態要避難者に係る避難を行う

ものとし、ＰＡＺを含む市にその旨を伝達するものとする。また、県は、国の要請

又は独自の判断により、 ＵＰＺ内における屋内退避の準備を行うとともに、ＵＰＺ

外の市町村に対し、避難した施設敷地緊急事態要避難者の受入れ及び施設敷地緊急

事態要避難者以外の住民の避難準備（避難先、輸送手段の確保等）に協力するよう

要請するものとする。  

 

 

表 施設敷地緊急事態における緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

施設敷地緊急事態の基準 措置の概要 

① 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必

要とする原子炉冷却材の漏えいが発生した場合にお

いて、非常用炉心冷却装置等のうち当該原子炉へ高圧

又は低圧で注水するもののいずれかによる注水が直

ちにできないこと。※１ 

② 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能

が喪失した場合において、非常用炉心冷却装置等のう

ＰＡＺ内の

住民等の避

難準備及び

早期に実施

が必要な住

民避難等の

防護措置を

 

 

指針改正の反映 

 

 

 

 

指針改正の反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

記載の適正化 

 

 

指針改正の反映 

 

指針改正の反映 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

原子

力-46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-47 

却装置（当該原子炉へ高圧で注水する系に限る。）

による注水ができないこと。 

③ 原子炉の運転中に主復水器による当該原子炉から

熱を除去する機能が喪失した場合において、当該原子

炉から残留熱を除去する全ての機能が喪失すること。 

 

④ 全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、

その状態が３０分以上（原子炉施設に設ける電源設備

が実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及

び設備の基準に関する規則（平成２５年原子力規制委

員会規則第５号）第５７条第１項及び実用発電用原子

炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成２

５年原子力規制委員会規則第６号）第７２条第１項の

基準に適合しない場合には、５分以上）継続すること。 

⑤ 非常用直流母線が一となった場合において、当該

直流母線に電気を供給する電源が一となる状態が５

分以上継続すること。  

⑥ 原子炉の停止中に当該原子炉容器内の水位が非常

用炉心冷却装置（当該原子炉へ低圧で注水する系に限

る。）が作動する水位まで低下すること。 

 

 

⑦ 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと又は

当該貯蔵槽の水位を維持できないおそれがある場合

において、当該貯蔵槽の水位を測定できないこと。 

 

（新設） 

 

⑧ 原子炉制御室の環境が悪化し、原子炉の制御に支

障が生じること、又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵

槽に異常が発生した場合において、原子炉制御室に設

置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原

子炉施設の異常を表示する警報装置の機能の一部が

喪失すること。  

⑨ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事

置を行う。 ち当該原子炉へ高圧で注水するものによる注水が直

ちにできないこと。※１ 

③ 原子炉の運転中に主復水器により当該原子炉から

熱を除去できない場合において、残留熱除去系装置等

により当該原子炉から残留熱を直ちに除去できない

こと。※１ 

④ 全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、

その状態が30分以上継続すること。※１ 

 

 

 

 

 

 

⑤ 非常用直流母線が一となった場合において、当該

直流母線に電気を供給する電源が一となる状態が５

分以上継続すること。※１  

⑥ 原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が非常用炉

心冷却装置（当該原子炉へ低圧で注水するものに限

る。）が作動する水位まで低下した場合において、全

ての非常用炉心冷却装による注水ができないこと。 

※１ 

⑦ 使用済燃料貯蔵槽の水位を維持できないこと又は

当該貯蔵槽の水位を維持できていないおそれがある

場合において、当該貯蔵槽の水位を測定できないこ

と。※１ 

⑧ 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂

部から上方２メートルの水位まで低下すること。※２

⑨ 原子炉制御室の環境が悪化し、原子炉の制御に支

障が生じること、又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵

槽に異常が発生した場合において、原子炉制御室に設

置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原

子炉施設の異常を表示する警報装置の機能の一部が

喪失すること。 ※１ 

⑩ 原子力事業所内の通信のための設備又は原子力事

行う。  

 

指針改正の反映 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業所内と原子力事業所外との通信のための設備の全

ての機能が喪失すること。 

⑩ 火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部

が喪失すること。 

⑪ 原子炉格納容器内の圧力又は温度の上昇率が一定

時間にわたって通常の運転及び停止中において想定

される上昇率を超えること。 

⑫ 原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）の損

傷が発生していない場合において、炉心の損傷を防止

するために原子炉格納容器圧力逃がし装置を使用す

ること。 

⑬ 燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉

冷却系の障壁が喪失するおそれがあること、燃料被覆

管の障壁及び原子力事業所へ放出され、又は放出され

るおそれがあり、原子炉冷却系の障壁が喪失するおそ

れがあること、又は燃料被覆管の障壁若しくは原子炉

冷却系の障壁が喪失するおそれがある場合において

原子炉格納容器の障壁が喪失すること。 

⑭ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法

第１０条に基づく通報の判断基準として政令等で定

める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出され

た場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。 

⑮ その他原子力施設以外に起因する事象が原子炉施

設に影響を及ぼすおそれがあること等放射性物質又

は放射線が原子力事業者外へ放出され、又は放出され

るおそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急事

態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の実

施を開始する必要がある事象が発生すること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

業所内と原子力事業所外との通信のための設備の全

ての機能が喪失すること。※１ 

⑪ 火災又は溢水が発生し、安全機器等の機能の一部

が喪失すること。※１ 

⑫ 原子炉格納容器内の圧力又は温度の上昇率が一定

時間にわたって通常の運転及び停止中において想定

される上昇率を超えること。※１ 

⑬ 原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）の損

傷が発生していない場合において、炉心の損傷を防止

するために原子炉格納容器圧力逃がし装置を使用す

ること。※１ 

⑭ 燃料被覆管の障壁が喪失した場合において原子炉

冷却系の障壁が喪失するおそれがあること、燃料被覆

管の障壁及び原子力炉冷却系の障壁が喪失するおそ

れがあること、又は燃料被覆管の障壁若しくは原子炉

冷却系の障壁が喪失するおそれがある場合において

原子炉格納容器の障壁が喪失すること。※１ 

 

⑮ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法

第10条に基づく通報の判断基準として政令等で定め

る基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された

場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。※３ 

⑯ その他原子力施設以外に起因する事象が原子炉施

設に影響を及ぼすおそれがあること等放射性物質又

は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出され

るおそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急事

態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の実

施を開始する必要がある事象が発生すること。※３ 

※１ ①～⑦及び⑨～⑭は、原子炉の運転等の施設が、規正法第 43 条の３の６第１項第

４号の基準に適合している場合に適用される。 

※２ ⑧は、規正法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適合していない場合に適用さ

れる。 

※３ ⑮⑯は、原子炉の運転等の施設が、規正法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に

適合しているいないに関わらず適用される。また、浜岡原子力発電所１号機及び２号機

にはこの規定のみが適用される。 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

 

原子

力-48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)  

本文略 

 

表 全面緊急事態における緊急時活動レベル（EAL） 

全面緊急事態の基準 措置の概要 

① 原子炉の非常停止が必要な場合において、制御棒

の挿入により原子炉を停止することができないこと

又は停止したことを確認することができないこと。 

 

② 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必

要とする原子炉冷却材の漏えいが発生した場合にお

いて、全ての非常用の炉心冷却装置による当該原子炉

への注水ができないこと。 

③ 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能

が喪失した場合において、全ての非常用の炉心冷却装

置による当該原子炉への注水ができないこと。 

④ 原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該格納容器

の設計上の最高使用圧力又は最高使用温度に達する

こと。 

⑤ 原子炉の運転中に主復水器による当該原子炉から

熱を除去する機能が喪失した場合において、当該原子

炉から残留熱を除去する全ての機能が喪失したとき

に、原子炉格納容器の圧力抑制機能が喪失すること。 

 

⑥ 全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、

その状態が１時間以上（原子炉施設に設ける電源設備

が実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及

び設備の基準に関する規則第５７条第１項及び実用

発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する

規則第７２条第１項の基準に適合しない場合には、３

０分以上）継続すること。 

⑦ 全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止

し、かつ、その状態が５分以上継続すること。 

⑧ 炉心の損傷の発生を示す原子炉格納容器内の放射

ＰＡＺ内の

住民避難等

の防護措置

を行うとと

もに、ＵＰ

Ｚ及び必要

に応じてそ

れ以遠の周

辺地域にお

いて、放射

性物質放出

後の防護措

置実施に備

えた準備を

開始する。

放射性物質

放出後は、

計測される

空間放射線

量率などに

基づく防護

措置を実施

する。 

 

(3) 

本文略   

 

表 全面緊急事態における緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

全面緊急事態の基準 措置の概要 

① 原子炉の非常停止が必要な場合において、制御棒

の挿入により原子炉を停止することができないこと

又は停止したことを確認することができないこと。 

※１ 

② 原子炉の運転中に非常用炉心冷却装置の作動を必

要とする原子炉冷却材の漏えいが発生した場合にお

いて、全ての非常用炉心冷却装置等による注水が直ち

にできないこと。※１ 

③ 原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能

が喪失した場合において、全ての非常用炉心冷却装置

等による注水が直ちにできないこと。※１ 

④ 原子炉格納容器内の圧力又は温度が当該格納容器

の設計上の最高使用圧力又は最高使用温度に達する

こと。※１ 

⑤ 原子炉の運転中に主復水器により当該原子炉から

熱を除去できない場合において、残留熱除去系装置等

によって当該原子炉から残留熱を直ちに除去できな

いときに、原子炉格納容器の圧力抑制機能が喪失する

こと。※１ 

⑥ 全ての交流母線からの電気の供給が停止し、かつ、

その状態が１時間以上継続すること。※１ 

 

 

 

 

 

⑦ 全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止

し、かつ、その状態が５分以上継続すること。※１ 

⑧ 炉心の損傷の発生を示す原子炉格納容器内の放射

ＰＡＺ内の

住民避難等

の防護措置

を行うとと

もに、ＵＰ

Ｚ及び必要

に応じてそ

れ以遠の周

辺地域にお

いて、放射

性物質放出

後の防護措

置実施に備

えた準備を

開始する。

放射性物質

放出後は、

計測される

空間放射線

量率などに

基づく防護

措置を実施

する。 

 

 

 

 

記載の適正化 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

原子

力-48 

 

 

 

原子

力-49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

線量を検知すること。 

⑨ 原子炉の停止中に当該原子炉容器内の水位が非常

用炉心冷却装置（当該原子炉へ低圧で注水する系に限

る。）が作動する水位まで低下し、当該非常用炉心冷

却装置が作動しないこと。 

 

⑩ 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂

部から上方２メートルの水位まで低下すること、又は

当該水位まで低下しているおそれがある場合におい

て、当該貯蔵槽の水位を測定できないこと。 

 

 

⑪ 原子炉制御室が使用できなくなることにより、原

子炉制御室からの原子炉を停止する機能及び冷温停

止状態を維持する機能が喪失すること又は原子炉施

設に異常が発生した場合において、原子炉制御室に設

置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原

子炉施設の異常を表示する警報装置の全ての機能が

喪失すること。 

⑫ 燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失

した場合において、原子炉格納容器の障壁が喪失する

おそれがあること。 

⑬ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法

第１５条に基づく緊急事態宣言の判断基準として政

令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が

検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。 

 

⑭ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施

設に影響を及ぼすこと等放射性物質又は放射線が異

常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出され

るおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難を開

始する必要がある事象が発生すること。 

（新設） 

 

 

線量を検知すること。※１ 

⑨ 原子炉の停止中に原子炉容器内の水位が非常用炉

心冷却装置（当該原子炉へ低圧で注水するものに限

る。）が作動する水位まで低下した場合において、全

ての非常用炉心冷却装置等による注水ができないこ

と。※１ 

⑩ 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の頂

部から上方２メートルの水位まで低下すること、又は

当該水位まで低下しているおそれがある場合におい

て、当該貯蔵槽の水位を測定できないこと。※１ 

⑪ 使用済燃料貯蔵槽の水位が照射済燃料集合体の

頂部の水位まで低下すること。※２ 

⑫ 原子炉制御室が使用できなくなることにより、原

子炉制御室からの原子炉を停止する機能及び冷温停

止状態を維持する機能が喪失すること又は原子炉施

設に異常が発生した場合において、原子炉制御室に設

置する原子炉施設の状態を表示する装置若しくは原

子炉施設の異常を表示する警報装置の全ての機能が

喪失すること。※１ 

⑬ 燃料被覆管の障壁及び原子炉冷却系の障壁が喪失

した場合において、原子炉格納容器の障壁が喪失する

おそれがあること。※１ 

⑭ 原子力事業所の区域の境界付近等において原災法

第15条に基づく緊急事態宣言の判断基準として政令

等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検

出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。

※３ 

⑮ その他原子炉施設以外に起因する事象が原子炉施

設に影響を及ぼすこと等放射性物質又は放射線が異

常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出され

るおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難を開

始する必要がある事象が発生すること。※３ 

※１ ①～⑩、⑫及び⑬は、原子炉の運転等の施設が、規正法第 43 条の３の６第１項第

４号の基準に適合している場合に適用される。 

※２ ⑪は、原子炉の運転等の施設が、規正法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に適
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-50 

 

 

 

 

 

また、県は、事態の規模、時間的な推移に応じて、国から避難等の予防的防護措置

を講じるよう指示された場合、緊急時モニタリング結果や、原子力災害対策指針を踏

まえた国の指導・助言、指示及び放射性物質による汚染状況調査に基づき、原子力災

害対策指針に基づいたＯＩＬの値を超え、又は超えるおそれがあると認められる場合

は、ＵＰＺを含む市町に対し、住民等に対する屋内退避又は避難のための立退きの勧

告又は指示（具体的な避難経路、避難先を含む。）の連絡、確認等必要な緊急事態応急

対策を実施するとともに、住民避難の支援が必要な場合には市町と連携し国に要請す

るものとする。 

(4)・(5)（略）  

 

表 ＯＩＬ１、２と防護措置 

基準の概要 初期設定値※１ 防護措置の概

要 

ＯＩＬ１ 

地表面からの放射線、再浮遊

した放射性物質の吸入、不注

意な経口摂取による被ばく影

響を防止するため、住民等を

数時間内に避難や屋内退避等

させるための基準 

500μSv/h 

（地上１m で計測

した場合の空間放

射線量率※２） 

数時間内を目

途に区域を特

定し、避難等を

実施。(移動が

困難な者の一

時屋内退避を

含む） 

ＯＩＬ２ 

地表面からの放射線、再浮遊

した放射性物質の吸入、不注

意な経口摂取による被ばく影

響を防止するため、地域生産

物※３ の摂取を制限するとと

もに、住民等を1週間程度内に

一時移転させるための基準 

20μSv/h 

（地上１m で計測

した場合の空間放

射線量率※２） 

１日内を目途

に区域を特定

し、地域生産物

の摂取を制限

するとともに

１週間程度内

に一時移転を

実施。 

※１「初期設定値」とは緊急事態当初に用いる OIL の値であり、地上沈着した放射性核

種組成が明確になった時点で必要な場合には OIL の初期設定値は改定される。 

合していない場合に適用される。 

※３ ⑭⑮は、原子炉の運転等の施設が、規正法第 43 条の３の６第１項第４号の基準に

適合している、いないに関わらず適用される。また、浜岡原子力発電所１号機及び２号

機にはこの規定のみが適用される。 

                                       

また、県は、事態の規模、時間的な推移に応じて、国から避難等の予防的防護措置

を講じるよう指示された場合、緊急時モニタリング結果や、原子力災害対策指針を踏

まえた国の指導・助言、指示及び放射性物質による汚染状況調査に基づき、原子力災

害対策指針に基づいたＯＩＬの値を超え、又は超えるおそれがあると認められる場合

は、ＵＰＺを含む市町に対し、住民等に対する屋内退避又は避難のための立退きの勧

告又は指示（具体的な避難経路、避難先を含む。）の連絡、確認等必要な緊急事態応急

対策を実施するとともに、住民避難の支援が必要な場合には市町と連携し国に要請す

るものとする。 

(4)・(5)（略） 

 

表 ＯＩＬ１、２と防護措置 

基準の概要 初期設定値※１ 防護措置の概

要 

ＯＩＬ１ 

地表面からの放射線、再浮遊

した放射性物質の吸入、不注

意な経口摂取による被ばく影

響を防止するため、住民等を

数時間内に避難や屋内退避等

させるための基準 

500μSv/h 

（地上１m で計測

した場合の空間放

射線量率※２） 

数時間内を目

途に区域を特

定し、避難等を

実施。(移動が

困難な者の一

時屋内退避を

含む） 

ＯＩＬ２ 

地表面からの放射線、再浮遊

した放射性物質の吸入、不注

意な経口摂取による被ばく影

響を防止するため、地域生産

物※３ の摂取を制限するとと

もに、住民等を1週間程度内に

一時移転させるための基準 

20μSv/h 

（地上１m で計測

した場合の空間放

射線量率※２） 

１日内を目途

に区域を特定

し、地域生産物

の摂取を制限

するとともに

１週間程度内

に一時移転を

実施。 

※１「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり、地上沈着した放射性

核種組成が明確になった時点で必要な場合にはＯＩＬの初期設定値は改定される。
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-53 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 本値は地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用に当たって

は、空間放射線量率計測機器の設置場所における線量率と地上１ｍでの線量率との

差異を考慮して、判断基準の値を補正する必要がある。ＯＩＬ１については緊急時

モニタリングにより得られた空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ１の基準値を超

えた場合、ＯＩＬ２については、空間放射線量率の時間的・空間的な変化を参照し

つつ、緊急時モニタリングにより得られた空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ２

の基準値を超えたときから起算して概ね１日が経過した時点の空間放射線量率（１

時間値）がＯＩＬ２の基準値を超えた場合に、防護措置の実施が必要であると判断

される。 

※３(略)  

 

(6)～(9)（略） 

２・３（略）  

４ 避難の際の住民に対する避難退域時検査及び除染の実施 

原子力災害対策本部は、原子力災害対策指針を踏まえ、避難退域時検査及び除染措

置を実施するよう地方公共団体に連絡するものとされている。 

県は、原子力災害対策指針に基づき、原子力事業者と連携し、国の協力を得ながら、

指定公共機関の支援の下、避難退域時検査及び避難退域時検査結果に応じたＯＩＬに

基づく除染を行うものとする。 

但し、避難の時期等により、汚染のないことが明らかな場合には、避難退域時検査

を行わないようにすることもできる。 

表 ＯＩＬ４と防護措置について 

基準の概要 初期設定値※１ 防護措置の概要 

β線：40,000 cpm※２ 

（皮膚から数cm での検

出器の計数率） 

ＯＩＬ４ 

不注意な経口摂取、皮

膚汚染からの外部被ば

くを防止するため、除

染を講じるための基準

β線：13,000cpm※３【１

ヶ月後の値】 

（皮膚から数cm での検

出器の計数率） 

避難基準に基づ

いて避難した避

難者等をスクリ

ーニングして、 

基準を超える際

は迅速に除染。 

 

 

 

※１「初期設定値」とは緊急事態当初に用いる OIL の値であり、地上沈着した放射性核

種組成が明確になった時点で必要な場合には OIL の初期設定値は改定される。 

※２・３（略） 

※２ 本値は地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用に当たって

は、空間放射線量率計測機器の設置場所における線量率と地上１ｍでの線量率との

差異を考慮して、判断基準の値を補正する必要がある。ＯＩＬ１については緊急時

モニタリングにより得られた空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ１の基準値を超

えた場合、ＯＩＬ２については、空間放射線量率の時間的・空間的な変化を参照し

つつ、緊急時モニタリングにより得られた空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ２

の基準値を超えたときから起算して概ね１日が経過した時点の空間放射線量率（１

時間値）がＯＩＬ２の基準値を超えた場合に、防護措置の実施が必要であると判断

する。 

※３(略)  

 

(6)～(9)（略） 

２・３（略） 

４ 避難の際の住民に対する避難退域時検査及び除染の実施 

原子力災害対策本部は、原子力災害対策指針を踏まえ、避難退域時検査及び除染措

置を実施するよう地方公共団体に連絡するものとされている。 

県は、原子力災害対策指針に基づき、原子力事業者と連携し、国の協力を得ながら、

指定公共機関の支援の下、避難退域時検査及び避難退域時検査結果に応じたＯＩＬに

基づく除染を行うものとする。 

但し、避難の時期等により、汚染のないことが明らかな場合には、避難退域時検査

を行わないようにすることもできる。 

表 ＯＩＬ４と防護措置について 

基準の概要 初期設定値※１ 防護措置の概要 

β線：40,000 cpm※２ 

（皮膚から数cm での検

出器の計数率） 

ＯＩＬ４ 

不注意な経口摂取、皮

膚汚染からの外部被ば

くを防止するため、除

染を講じるための基準

β線：13,000cpm※３【１

ヶ月後の値】 

（皮膚から数cm での検

出器の計数率） 

避難又は一時移

転の基準に基づ

いて避難等をし

た避難者等に避

難退域時検査を

実施して、基準を

超える際は迅速

に簡易除染等を

実施。 

※１「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり、地上沈着した放射性

核種組成が明確になった時点で必要な場合にはＯＩＬの初期設定値は改定される。

※２・３（略） 

 

 

 

 

 

 

 

指針の記載に合わせて

修正 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

 

 

 

 

原子

力-55 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５～９（略） 

10 飲食物、生活必需品等の供給 

(1)～(4)（略） 

(5) 被災した県は、緊急事態応急対策の実施のため緊急の必要があると認めるときは、

運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき物資又は

資材並びに運送すべき場所又は期日を示して、当該緊急事態応急対策の実施に必要

な物資又は資材の運送を要請するものとする。 

なお、県は、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由

が無いのに上述の要請に応じないときは、緊急事態応急対策の実施のために特に必

要があるときに限り、当該機関に対し、当該緊急事態応急対策の実施に必要な物資

又は資材の運送を行うべきことを指示するものとする。 

 

第５節（略） 

第６節 飲食物の出荷制限、摂取制限等 

(1)・(2)（略） 

表 飲食物に係るスクリーニング基準※１ 

基準の概要 初期設定値※２ 防護措置の概

要 

ＯＩＬ６による飲食物の摂

取制限を判断する準備とし

て、飲食物中の放射性核種

濃度測定を実施すべき地域

を特定する際の基準 

0.5μSv/h※３（地上

１m で計測した場合

の空間放射線量率※

４） 

数日内を目途

に飲食物中の

放射性核種濃

度を測定すべ

き区域を特定。 

※１（略） 

※２「初期設定値」とは緊急事態当初に用いる OIL の値であり、地上沈着した放射性核

種組成が明確になった時点で必要な場合には OIL の初期設定値は改定される。 

※３・４（略） 

表（略） 

 

第７節 緊急輸送活動 

１ 緊急輸送活動 

(1) 緊急輸送の順位 

県は、応急対策実施区域を含む市町及び防災関係機関が行う緊急輸送の円滑な実施

を確保するため、必要があるときは、次の順位を原則として調整するものとする。 

 

５～９（略） 

10 飲食物、生活必需品等の供給 

(1)～(4)（略） 

(5) 被災した県は、緊急事態応急対策の実施のため緊急の必要があると認めるときは、

運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき物資又は

資材並びに運送すべき場所及び期日を示して、当該緊急事態応急対策の実施に必要

な物資又は資材の運送を要請するものとする。 

なお、県は、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由

が無いのに上述の要請に応じないときは、緊急事態応急対策の実施のために特に必

要があるときに限り、当該機関に対し、当該緊急事態応急対策の実施に必要な物資

又は資材の運送を行うべきことを指示するものとする。 

 

第５節（略） 

第６節 飲食物の出荷制限、摂取制限等 

(1)・(2)（略） 

表 飲食物に係るスクリーニング基準※１ 

基準の概要 初期設定値※２ 防護措置の概

要 

ＯＩＬ６による飲食物の摂

取制限を判断する準備とし

て、飲食物中の放射性核種

濃度測定を実施すべき地域

を特定する際の基準 

0.5μSv/h※３（地上

１m で計測した場合

の空間放射線量率※

４） 

数日内を目途

に飲食物中の

放射性核種濃

度を測定すべ

き区域を特定。 

※１（略） 

※２「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり、地上沈着した放射性

核種組成が明確になった時点で必要な場合にはＯＩＬの初期設定値は改定される。

※３・４（略 

表（略） 

 

第７節 緊急輸送活動 

１ 緊急輸送活動 

(1) 緊急輸送の順位 

県は、応急対策実施区域を含む市町及び防災関係機関が行う緊急輸送の円滑な実施

を確保するため、必要があるときは、次の順位を原則として調整するものとする。 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

原子

力-57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子

力-63 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１順位 人命救助、救急活動に必要な輸送、対応方針を定める少人数のグループの

メンバー 

第２順位 避難者の輸送（PAZ など緊急性の高い区域からの優先的な避難）、災害状

況の把握・進展予測のための専門家・資機材の輸送 

第３順位 緊急事態応急対策を実施するための要員、資機材の輸送 

第４順位 住民の生活を確保するために必要な物資の輸送 

第５順位 その他緊急事態応急対策のために必要な輸送 

(2)・(3)（略）  

２（略） 

 

第８節・第９節（略） 

 

第 10 節 自発的支援の受入れ等 

大規模な災害発生が報道されると、国内・国外から多くの善意の支援申し入れが寄

せられるが、県及び国、関係団体は、適切に対応するものとする。 

１（略）  

２ 国民等からの義援物資、義援金の受入れ 

(1) 義援物資の受入れ 

被災した県は、関係機関等の協力を得ながら、国民、企業等からの義援物資につい

て、市町の受入れを希望するもの及び受入れを希望しないものを把握し、その内容の

リスト及び送り先を原子力災害対策本部及び報道機関を通じて国民に公表するものと

する。また、現地の需給状況を勘案し、同リストを逐次改定するよう努めるものとす

る。国及び被災地以外の県は必要に応じ義援物資に関する問い合わせ窓口を設けると

ともに、被災地のニーズについて広報を行うものとされている。国民、企業等は、義

援物資を提供する場合には、被災地のニーズに応じた物資とするよう、また、品名を

明示する等梱包に際して被災地における円滑かつ迅速な仕分け・配送に十分配慮した

方法とするよう努めるものとされている。 

(2)（略）  

 

第 11 節（略） 

第 12 節（略） 

第４章 大規模地震対策 

 

第１節・第２節（略） 

第１順位 人命救助、救急活動に必要な輸送、対応方針を定める少人数のグループの

メンバー 

第２順位 避難者の輸送（ＰＡＺなど緊急性の高い区域からの優先的な避難）、災害

状況の把握・進展予測のための専門家・資機材の輸送 

第３順位 緊急事態応急対策を実施するための要員、資機材の輸送 

第４順位 住民の生活を確保するために必要な物資の輸送 

第５順位 その他緊急事態応急対策のために必要な輸送 

(2)・(3)（略） 

２（略）  

 

第８節・第９節（略） 

 

第 10 節 自発的支援の受入れ等 

大規模な災害発生が報道されると、国内・国外から多くの善意の支援申し入れが寄

せられるが、県及び国、関係団体は、適切に対応するものとする。 

１（略） 

２ 国民等からの義援物資、義援金の受入れ 

(1) 義援物資の受入れ 

被災した県は、関係機関等の協力を得ながら、国民、企業等からの義援物資につい

て、市町が受入れを希望するもの及び受入れを希望しないものを把握し、その内容の

リスト及び送り先を原子力災害対策本部及び報道機関を通じて国民に公表するものと

する。また、現地の需給状況を勘案し、同リストを逐次改定するよう努めるものとす

る。国及び被災地以外の県は必要に応じ義援物資に関する問い合わせ窓口を設けると

ともに、被災地のニーズについて広報を行うものとされている。国民、企業等は、義

援物資を提供する場合には、被災地のニーズに応じた物資とするよう、また、品名を

明示する等梱包に際して被災地における円滑かつ迅速な仕分け・配送に十分配慮した

方法とするよう努めるものとされている。 

(2)（略） 

 

第 11 節（略） 

第 12 節（略） 

第４章 大規模地震対策 

 

第１節・第２節（略） 

 

 

記載の適正化 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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静岡県地域防災計画（原子力災害対策の巻） 新旧対照表（案） 

 旧 新 備考 

 

 

原子

力-65 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 地震災害応急対策 

１  原子力事業者は、御前崎市内で震度５弱・震度５強が観測された場合、県内で震度

６弱以上が観測された場合又は県内沿岸に大津波警報が発表された場合、発生後直

ちに原子力発電所の施設、設備等を点検するとともに、その点検結果を異常の有無

にかかわらず、別表（４－３－１）により報告するものとする。この報告を行う連

絡系統図は、別図（３－２－１）とする。 

２～６（略） 

 

第５章（略） 

 

 

図     表 

 

別図（３－２－１）防災関係機関の情報連絡系統図 

別表（３－８－１）救護所等における初期被ばく医療活動実施医療機関 

別表（３－８－２）初期被ばく医療機関 

別表（３－８－３）二次被ばく医療機関 

別表（３－８－４）高度被ばく医療支援センター 

別表（３－８－５）原子力災害医療・総合支援センター 

別表（４－２－１）地震警戒宣言発令時における浜岡原子力発電所応急保安措置実施状況

報告書 

別表（４－３－１）大規模地震発生後における浜岡原子力発電所施設・設備等点検結果

報告書 

別表（５－７－１）被災地住民登録様式 

 

 

 

 

 

 

第３節 地震災害応急対策 

１  原子力事業者は、御前崎市内で震度５弱・震度５強が観測された場合、県内で震度

６弱以上が観測された場合又は御前崎市を含む県内沿岸に大津波警報が発表された

場合、発生後直ちに原子力発電所の施設、設備等を点検するとともに、その点検結

果を異常の有無にかかわらず、別表（４－３－１）により報告するものとする。こ

の報告を行う連絡系統図は、別図（３－２－１）とする。 

２～６（略） 

 

第５章（略） 

 

 

図     表 

 

別図（３－２－１）防災関係機関の情報連絡系統図 

別表（３－８－１）救護所等における初期被ばく医療活動実施医療機関 

別表（３－８－２）初期被ばく医療機関 

別表（３－８－３）二次被ばく医療機関 

別表（３－８－４）高度被ばく医療支援センター 

別表（３－８－５）原子力災害医療・総合支援センター 

別表（４－２－１）地震警戒宣言発令時における浜岡原子力発電所応急保安措置実施状況

報告書 

別表（４－３－１）大規模地震発生後における浜岡原子力発電所施設・設備等点検結果

報告書 

別表（５－７－１）被災地住民登録様式 

 

 

指針改正の反映 
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